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平 成 １ ９ 年 度 経 営 計 画 の 評 価  
 
 

 愛 媛 県 信 用 保 証 協 会 は 、 公 的 な 「 保 証 機 関 」 と し て 、 中 小 企 業 者 の 資 金 調 達 の 円 滑 化 を 図 り 、 中 小 企 業
者の健全 な育成と 地域経済 の発展に 貢献して 参りまし た。  
 平 成 １ ９ 年 度 の 年 度 経 営 計 画 に 対 す る 実 施 評 価 は 以 下 の 通 り で す 。 な お 、 実 施 評 価 に 当 た り ま し て は 、
公認会計 士であり 、松山大 学教授で ある原田  満範氏と 愛媛県職 員 OB である松岡  誼 知氏によ り構成さ れ る
「外部評 価委員会 」の意見 ・アドバ イスを踏 まえ、作 成いたし ましたの で、ここ に公表い たします 。  

 
１ ． 業 務 環 境  
 

（ １） 地域 経済 及び 中小 企業 の動 向  
  県 内 経 済 は 、 地 域 間 や 業 種 間 の 格 差 を 残 し つ つ も 、 全 体 と し て は 緩 や か な 回 復 基 調 が 続 い て き た が 、 米
国 の サ ブ プ ラ イ ム ロ ー ン 問 題 に 端 を 発 し た 世 界 的 な 金 融 不 安 に 加 え 、 原 油 及 び 原 材 料 高 等 の 影 響 に よ り 、
景気後退 の懸念が 強まった 。  
 そ の よ う な 状 況 下 、 製 造 業 に あ っ て は 原 油 価 格 上 昇 が 採 算 面 に 影 響 を 及 ぼ し た が 、 国 内 外 の 設 備 投 資 意
欲 や 底 堅 い 需 要 に 支 え ら れ 、 機 械 ・ 素 材 関 連 業 種 等 多 く の 業 種 で 好 調 を 維 持 し た 反 面 、 非 製 造 業 で は 公 共
投資の減 少の影響 を受けて いる建設 業を始め として、 多くの業 種で厳し い経営状 態を余儀 なくされ た。  
 

（ ２） 中小 企業 向け 融資 の動 向  
 県 内 中 小 企 業 向 け 融 資 は 前 年 比 増 と な っ た が 、 主 因 は 海 運 業 向 け 貸 出 の 増 加 で あ り 、 機 械 鉄 工 な ど 好 況
業 種 は 資 金 需 要 が 低 迷 し 、 ま た 、 建 設 業 な ど 不 況 業 種 に つ い て は 融 資 姿 勢 が 慎 重 で あ っ た こ と か ら 、 海 運
業以外で は減少し た。  
 

（ ３） 県内 中小 企業 の資 金繰 り状 況  
  平成 1 9 年度の資 金繰り状 況は、業 種に好・不況の格 差がある ものの 、全体とし ては年度 初めに比 べ、年
度末に「 苦しい」 状態が拡 大した。  

 
（ ４） 県内 中小 企業 の設 備投 資動 向  

  平成 1 9 年度の設備投資は、設備更新投資や 生産能力増強投資が実施され、製造業・非製造業ともに前年
度より増 加した。  

 
（ ５） 県内 の雇 用情 勢  

  平成 1 6 年以降、県内の有 効求人倍 率は全国 を下回っ て推移し ており、平成 19 年は 0. 8 7 倍と全国 平均 を
0. 1 7 ポイ ント下回 った。  
  また、地域別にみると東予地域が 1 倍を超 えた水準で推移しているのに対し、中予・南予地域は全国を
大きく下 回った 。  
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２ ． 重 点 課 題 に つ い て  
 
（ １） 保証 部門  
 
  ①  保証 利用 の推 進  

  役 職 員 一 丸 と な り 各 金 融 機 関 を 積 極 的 に 訪 問 し 、 提 案 型 保 証 の 推 進 に 努 め 意 思 の 疎 通 と 連 携 強 化 を 図
った。  
 ま た 、 各 商 工 団 体 等 を 訪 問 し 情 報 交 換 を す る と と も に 定 期 的 な 会 合 に も 積 極 的 に 参 加 し 、 協 会 の 商品
・制度保 証等を紹 介し保証 利用の推 進に努め たが、保 証承諾は 11 1 , 4 6 1 百万円（ 前年度比 98 . 3 %）、保
証債務残 高は 20 5 , 7 4 1 百万 円 (前年度 比 95 . 4 %）と前年 実績を下 回る結果 となった ため、引 き続 き 金 融
機 関 外 各 団 体 に 協 力 を 依 頼 す る と と も に 中 小 企 業 者 へ 直 接 働 き か け 、 保 証 利 用 の 推 進 を 行 う 必 要 が ある
と認識し ている。  
 

    ②  利用 企業 者数 の増 加  
  新 規 先 の 開 拓 、 完 全 完 済 先 に 対 す る 継 続 利 用 （ ダ イ レ ク ト メ ー ル の 送 付 ） の 具 体 的 数 値 目 標 を 設 定 し
保証利用 の推進に 努めた結 果、完全 完 済先に対 する継続 利用につ いては目 標値に対 し 10 9 . 0 %の実績 を 上
げた。  
  保 証 利 用 の 裾 野 拡 大 を 図 る た め に 商 工 団 体 ・ 金 融 機 関 と 連 携 し た 独 自 商 品 「 小 口 連 携 保 証 制 度 」 、 小
・零細企 業先につ いては「 小口零細 企業保証 制度」の 推進に努 めたが、 利用企業 者数は前 年より 56 3 先
減少した ので、今 後も引き 続き推進 を図る必 要がある と認識し ている。  
 

  ③  目利 き職 員の 養成  
  第 三 者 保 証 人 、 担 保 に 依 存 し な い 保 証 及 び 中 小 企 業 者 か ら の 多 様 な ニ ー ズ に 対 応 す る た め 、 中 小 企 業
者 の 将 来 性 や 技 術 力 を 的 確 に 見 極 め 、 評 価 ・ 判 断 が で き る 審 査 能 力 の 向 上 、 経 営 ・ 再 生 支 援 保 証 の 強化
を図るた め連合会 研修に 29 名参加さ せたほか 、「診断 士試験（ 1 次・ 2 次）対策講 座」に 1 名を受 講 さ
せ、また 、内部研 修も 4 回実施し人 材育成を 通じて必 要な知識 やスキル アップに 努めた。  
  今後も 研修等の 実施によ り、職員 の能力向 上に注力 していく 方針であ る。  
 

  ④  審査 業務 の充 実強 化  
  審 査 支 援 シ ス テ ム や 経 営 相 談 窓 口 を 有 効 活 用 し て 、 提 携 保 証 商 品 等 簡 易 審 査 案 件 と 、 大 口 も し く は 目
利 き を 必 要 と す る 精 査 案 件 と を 区 別 し 、 迅 速 、 適 正 な 審 査 業 務 の 充 実 に 努 め た 。 「 顔 の 見 え る 協 会 」と
し て 、 中 小 企 業 者 と の 情 報 交 換 や 経 営 相 談 に 応 じ る 機 会 を 増 や し 信 頼 関 係 を 強 化 す る た め 、 積 極 的 に実
地調査や 面接を行 った結果 、実地調 査割合は 18 年度 の 13 . 1 %に対し、 1 9 年度は 15 . 5 %と なり、一 定 の
成果を上 げたので 、引き続 きメリハ リの利い た審査業 務を行っ ていく 。  
 

  ⑤  セー フテ ィー ネッ ト保 証の 推進  
  不況業 種に属す る中小企 業に対し 積極的な 金融支援 に努めた 結果、件 数 54 5 件 、金額 10 , 5 5 0 百 万 円
と前年度 に比べ件 数で 28 0 . 9 %、金額 で 29 1 . 3 %の実績を 上げた。  
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 引き続 きセーフ ティーネ ット保証 を積極的 に推進し てゆくつ もりであ る。  
 
  ⑥  資 金 繰り 円滑 化借 換保 証の 推進  

  信 用 保 証 利 用 口 数 の 多 い 中 小 企 業 者 に 対 し 、 「 資 金 繰 り 円 滑 化 借 換 保 証 」 を 利 用 し た 借 換 を 勧 め 返 済
額の軽減 を図るな ど企業に メリット のある保 証利用の 推進に努 めた。  
 特 に 、 上 期 に 於 い て は 協 会 独 自 の 提 携 商 品 （ 無 担 保 借 入 金 集 約 化 保 証 「 フ ォ ー カ ス 」 ） を 創 設 し 、積
極的かつ 弾力的に 借換保証 に取り組 んだ結果、承諾額累 計 6 5 , 8 3 3 百万円の 内フォー カスの承 諾額 4 0 , 1 0 4
百万円 (構 成比 6 0 . 9 % )と大き な成果を 上げた。  
 今後も 返済額の 軽減を図 るなど中 小企業者 のメリッ トとなる 保証利用 の推進に 努める。  
 

  ⑦  利 便 性の 向上 に向 けた 取組  
  必要 書 類の簡素 化と手続 きの統一 化を推進 するとと もに、利 便性の向 上に向け 、平成 1 8 年 4 月 か ら
適用され た保証資 格・保証 審査事務 処理等の 統一ガイ ドライン の遵守に 努めた。  
  なお 、第 三者連帯 保証人を 原則徴求 しないこ とについ ても、積 極 的な対応 に努め、全 国平均（ 全 国 2 . 3 %
・当協会 2 . 4 %） 並 の実績を 上げた。  
  今後 も 利便性の 向上に向 け、積極 的な対応 を心掛け る。  
 

  ⑧  金融 機関 及び 各種 団体 との 連携 強化  
  各金 融 機関店舗 との定期 的な勉強 会（平成 1 9 年度： 5 3 回開催 ）をはじ め、各営 業店を訪 問し意思 の
疎通と提 案型保証 の推進に 努めた。  
 ま た 、 機 会 あ る 毎 に 各 団 体 等 を 訪 問 し 情 報 交 換 を 行 う と と も に 各 団 体 の 定 期 的 な 会 合 に も 積 極 的 に参
加し連携 強化に努 めた。  
  今後 も 引き続き 、連携強 化に努力 していく 。  
 

  ⑨  経 営 支援 ・再 生支 援体 制の 強化  
  中 小 企 業 者 と 直 接 面 談 す る 機 会 を 増 や し 、 「 経 営 計 画 策 定 シ ス テ ム 」 を 活 用 し て 個 別 企 業 の 問 題 点 を
抽出し適 切な経営 アドバイ スを行い きめ細や かな対応 に努めた 。  
  また、事業再生 支援に対 する取り 組み強化 を図った 結果、求 償権放棄 先 2 件（ 3 口）金 額 32 百万円 の
実績を上 げること ができた 。  
  中小企 業再生支 援協議会 との情報 交換・連 携強化を 図るため 、平成 20 年度よ り、月 1 回の定例 会 を
実施する 等取り組 みを強化 し、より きめ細や かな対応 に努める 。  
 
 

（ ２） 期中 管理 部門  
 
    ①  金融 機関 との 連携 によ る期 中管 理の 強化  

  延滞 回 数 2 回 以 上の先及 び期限経 過先につ いては、 「延滞発 生報告書 」により 毎月金融 機関に状 況 を
確認し、 早期の実 態把握や 延滞解消 に努めた 。  
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  勉 強 会 の 開 催 等 を 通 じ 金 融 機 関 担 当 者 と の 意 思 の 疎 通 を 図 り 、 延 滞 ・ 事 故 先 に つ い て ス ム ー ズ な 情 報
交換を行 い、早期 の方針決 定に努め た。  
  事 故 報 告 案 件 に つ い て 、 金 融 機 関 ・ 利 害 関 係 人 等 と 交 渉 し た 結 果 、 内 入 正 常 化 や 条 件 変 更 に よ る 対 応
支援によ り 18 7 件、1 , 2 7 9 百万円 (対 前年度比 16 2 . 1 % )の調整を 行うこと ができ、一定の成 果を上げ た 。 
 今後も 引き続き 、早期の 実態把握 を行い延 滞解消に 努める。  
 

    ② 債 務 者及 び利 害関 係人 の実 態把 握  
  民 間 信 用 調 査 機 関 の 利 用 に よ り 、 早 期 に 不 渡 り 発 生 企 業 や 破 産 先 等 の 情 報 収 集 や 分 析 を 行 う 体 制 を 整
えた。  
  大口の 事故が発 生した場 合には、 速やかに 現地訪問 を行い実 態把握に 努めた。  
  代 位 弁 済 に 至 る 案 件 に つ い て は 、 原 則 と し て 代 位 弁 済 ま で に 関 係 人 全 員 と の 面 談 を 行 い 、 回 収 が ス ム
ーズに行 くよう努 めた。  
 今後も 利害関係 人の実態 把握に努 め、回収 の増加を 目指して いく。  
 

  ③ 回 収 部門 との 連携 によ る債 権保 全  
  代 位 弁 済 に 至 る 案 件 に つ い て は 、 期 中 管 理 の 段 階 か ら 回 収 担 当 者 と の 連 携 を 密 に し 早 期 着 手 に 努 め た
結果、代 位弁済の 初年度回 収率を対 前年度比 18 7 . 8 %に 上げるこ とができ た。  
 

  ④ 経 営 相談 窓口 (経 営支援 、再 生支 援） の活 用  
  経営相 談窓口を 活用し、期 中管理案 件 30 件について経 営相談を 行うとと もに再生 に向け迅 速に対 応 し
た。  
  愛媛県 中小企業 再生支援 協議会と の連携を 図ること により、 求償権放 棄 2 件 ( 3 口 )の実績 を上げた 。  
  今 後 も 経 営 相 談 窓 口 の 積 極 的 な 活 用 を 行 い 、 中 小 企 業 者 の 経 営 支 援 、 再 生 支 援 に 尽 力 し て い く 必 要 が
あると認 識してい る。  

 
 
（ ３） 回収 部門  
 
  ① 回 収 取扱 基準 の見 直し  

 「求償 権の回収 取扱基準 」の見直 しを行い 、現状に 即した回 収方針の 策定を行 った。  
 
  ② 早 期 回収 の着 手  

 当 年 度 代 位 弁 済 案 件 に つ い て は 、 期 中 管 理 段 階 で 早 期 回 収 の 着 手 を 図 っ た 結 果 、 物 件 処 分 に よ る 回収
の増加も あり当年 度代位弁 済の当年 度回収は 、平成 18 年度を 10 8 百万 円上回る 、 23 1 百 万円の実 績 を
上げた。  
 平成 2 0 年度も引 き続き、 早期回収 の着手を 図るつも りである 。  
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  ③ 回 収 目標 額の 設定 及び 管理  
  全案件 について 担当者分 担を行い 、求償権 関係人全 員に対し 折衝方針 を立て管 理を行っ た。  
  平成 1 9 年度回収 実績につ いては、物件処分 による大 口回収が 減少した ことから 1，2 5 0 百 万円と対 前
年度比 87 . 6 %に留ま った。  
 今後、 回収目標 額が達成 出来るよ うに管理 強化を行 う必要が あると認 識してい る。  

 
 
  ④ 法 的 措置 の強 化  

  競売・ 支払督促 を中心に 81 件 (対 前年度比 10 8 . 0 % )の法的措 置を行い 、早期回 収に務め た。  
  今後も 効果的な 法的措置 を講じ、 回収を図 っていく 。  
 

  ⑤ サ ー ビサ ーと の連 携に よる 回収 の効 率化  
  当年度 のサービ サーへの 回収業務 委託を 53 2 件、 3 , 9 9 0 百万円 行った結 果、サー ビサーで の回収実 績
は 12 5 百万円（対 前年度比 14 1 . 0 %） と増加し た。  
 今後も サービサ ーを積極 的に活用 し、回収 の効率化 を図って いく方針 である 。  

 
 
（ ４） その 他間 接分 門  
 
  ① 金 融 機関 との 適切 な責 任共 有制 度導 入へ のシ ステ ム対 応  

  平成 1 9 年 1 0 月の金融機関 との適切 な責任共 有制度の 導入のた め、部 分 保証方式 及び負担 金方式 に 係
るシステ ム開発を 行い、制 度実施ま でに全て のテスト を完了し た。  
 なお、 責任共有 制度のス ムーズな 導入に向 けて、平 成 19 年 8 月に各 自治体と 数回に渡 り打合せ （ 保
証料補給 や損失補 償の見直 し）と説 明会を実 施した。  
 また 、平成 19 年 9 月に金融機関 向けの説 明会を 、平成 19 年 1 0 月に内部職員 向けの説 明会を実 施し 、
導入後の 運用面の 周知徹底 を図った 。  
 

  ② 経 営 方針 等の 説明 責任 を果 たす ため の態 勢整 備  
  主 務 省 指 導 「 経 営 の 透 明 性 向 上 に 向 け た 措 置 に つ い て 」 に 沿 っ て 、 対 外 的 な 経 営 方 針 等 の 説 明 責 任 を
果たすた め、経営 計画等を 積極的に 公表する こととし た。  
 また、 実績評価 のため、 平成 19 年 4 月 1 日に「外 部評価委 員会」を 設置した 。  
 平成 1 8 年度経営 計画につ いては、 平成 19 年 7 月 2 0 日に外 部評価委 員会の評 価を受け 、同年 8 月 に
当協会の ホームペ ージ並び に保証月 報「 8 月 号」にて 同評価内 容を公表 した。  
  なお、平成 19 年度経営計画については、平成 19 年 5 月に当協会のホームページ並びに保証月報「 5
月号」に て同計画 内容を公 表する等 一定の態 勢を整備 した。  
 今後、 さらに財 務諸表の 公表等を 行い態勢 整備を強 化してい く。  
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  ③ 人 材 の育 成  
  経 営 支 援 ・ 再 生 支 援 と い っ た 企 業 診 断 の 目 利 き 能 力 や 経 営 指 導 能 力 が 要 求 さ れ て い る こ と や 多 様 化 す
る保証制 度に対応 するため 、連合会 等の外部 研修へ積 極的に参 加（ 28 講 座へ 72 名参加）す るとと も に 、
内部研修 の充実を 図り (1 0 講座へ 14 8 名参加 ）人材育 成を通じ て必要な 知識やス キルアッ プに努め た。  
  また、新しい中 小企業診 断士制度 における 資格取得 を目指し 、昨年度 (２名）に 引き続き 1 名の若 手 職
員を受験 のため連 合会の「 診断士受 験対策講 座」に参 加させた 。  
  今後も 引き続き 、研修等 に積極的 に参加さ せ人材育 成に注力 していく 。  
 

   
  ④ 個 人 情報 保護 法へ の対 応、 コン プラ イア ンス 態勢 の充 実  

  平成 1 7 年 4 月 に施行さ れた個人 情報保護 法への対 応状況に ついて検 証を行っ た結果、 各部門毎 に 適
正な対応 がなされ ていた。  
  なお、一部運用 の見直し として平 成 19 年 1 1 月に「 個人デー タの取扱 い状況確 認台帳 」を作成し 、個
人データ の保管・ 保存状況 の確認及 び報告を 行うよう 周知徹底 を図った 。  
  平成 1 9 年度コ ンプライ アンス・ プログラ ムに基づ き、コン プライア ンス関連 研修を 3 回開催（ コ ン
プ ラ イ ア ン ス 担 当 者 ・ 職 員 ・ 役 員 を 対 象 ） す る と と も に 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス 態 勢 の 充 実 ・ 強 化 の 一 環と
して、平 成 19 年 7 月に「公 益通報保 護規程を 制定、平 成 20 年 3 月に災害 対応マニ ュアルと して「 危 機
管理規程 」、「危 機管理マ ニュアル 」を制定 した。  
  今後も 会議・研 修等機会 あるごと に法令遵 守態勢の 周知・徹 底を図っ ていく。  
 

  ⑤ 活 力 ある 職場 づく り  
  平成 1 9 年 4 月 より人事 考課制度 を導入し 、職員の 能力と活 力の向上 を図ると ともに、 能力と責 任 に
応じた適 切な処遇 を行い活 力ある職 場づくり に努めた 。  
  平成 1 9 年 1 2 月に、より実 態に即し た考課を 行うため「人事考 課規程」「人事考 課制度運 用マ ニ ュ ア
ル」を一 部改正（ 適用は、 平成 20 年 4 月から）した 。  
  今後さ らに、接 遇面にも 配慮した 風通しの 良い活力 ある職場 づくりに 尽力して いく 。  
 

 
３ ． 事 業 計 画 に つ い て  

  当協 会 の平成 19 年度の 事業概況 について 、基幹業 務である 保証業務 について は、年度 当初に新 商品を 創
設 し積 極 的 な保 証 対 応に 努 めた た め 、上 期 は 大幅 な 伸 張を 示 し たが 、 下 期に は 「 責任 共 有 制度 」 の 導入 、 倒
産の多発 、景気の 下振れに よる資金 需要の低 迷から保 証が伸び 悩み、保 証承諾は 9, 6 6 0 件 、1 1 1 , 4 6 1 百万円
で、前年 度に比べ 件数 3. 6 %、金額で 1. 7 %の減 少となっ た。  
 保証債 務残高に ついては 、29 , 5 3 1 件、2 0 5 , 7 4 1 百万円 で、前 年 度に比べ 件数で 9. 4 %、金 額 で 4. 6 %の 減少
となった 。  
  一方、 代位弁済 は建設業 を主体に 企業倒産 が多発し た結果、 72 0 件、 5 , 4 9 6 百万 円で前年 度に比べ 、件 数
で 60 %、 金額で 78 . 7 %の大幅 増加とな った。  
 また、 回収につ いては、 求償権の 質の低下 から、 1, 2 5 0 百万円 で前年度 に比べ、 12 . 4 %の減 少となっ た。  
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４ ． 収 支 計 画 に つ い て  
  年度 経 営計画に 基づき健 全経営に 努めた結 果、収支 差額は 33 7 百万円 の黒字計 上となっ た。  
 この収 支差額の 処理につ いては、 16 7 百万円 を収支差 額変動準 備金に、 残額を基 本財産に 繰入処理 した 。  

 
 
５ ． 財 務 計 画 に つ い て  

  基本 財 産のうち 基金準備 金は、収 支差額の 剰余のう ち 16 9 百万円を繰 入れ、期 末の基金 準備金は 7, 8 6 6 百
万円とな った。  
 基本財 産のうち 金融安定 化特別基 金は、金 融安定化 特別会計 の収支差 額が 1 百 万円とな ったため 、同 額 を
繰入れし 期末の金 融安定化 特別基金 は 80 6 百万円とな った。  
 この結 果、基本 財産総額 は 12 , 2 4 4 百万円 となり、 前年度に 比べ 17 0 百万円の 増加とな った 。  
 

 
● 外 部 評 価 委 員 の 意 見 等  

  本 年 度 には 、 中 小企 業 者 の資 金 繰 りの 円 滑 化を 目 的 とし た 「 無担 保 借 入金 集 約 化保 証 」 を創 設 し て、 積極
的 な保 証 対 応を 行 う とと も に金 融 機 関及 び 各 関係 団 体 と定 期 的 な会 合 を 持ち 情 報 交換 を 行 って 連 携 強化 を 図
り 保証 推 進 を行 っ た 結果 、 上期 の 保 証承 諾 は 大幅 に 伸 張し た も のの 、 下 期は 責 任 共有 制 度 の導 入 、 建設 業 を
主 体と す る 倒産 の 多 発、 資 金需 要 の 低迷 等 の 影響 か ら 保証 が 伸 び悩 み 、 最終 的 に は保 証 承 諾、 保 証 債務 残 高
とも前年 を下回る 結果とな った。  
  しか し 、「 顔 の 見え る 協 会」 と し て、 中 小 企業 者 の 実地 調 査 ・面 談 に よる 審 査 体制 及 び 経営 相 談 、そ して
特 にセ ー フ ティ ー ネ ット 保 証の 推 進 及び 資 金 繰り 円 滑 化借 換 保 証の 推 進 は、 不 況 に苦 し む 中小 企 業 の大 き な
支 えに な っ てお り 、 中小 企 業者 の 実 態に 即 し たき め 細 やか で メ リハ リ の 利い た 対 応は 高 く 評価 す る こと が で
きる。  
  ま た 、 企業 倒 産 の多 発 に よる 代 位 弁済 の 増 加が 見 受 けら れ る ので 、 慎 重な 審 査 及び 期 中 管理 段 階 での 早期
着手がよ り一層重 要になる ものと思 われる。  
 
 
 
外部評価 委員会  委員長  原田満範 （公認会 計士・松 山大学教 授）  
        委  員  松岡誼知 （元愛媛 県松山地 方局長 ）  


